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土地利用・交通モデルの一つであるCUEモデル（応用都市経済モデル）において，立地選択行動の精度

を向上させる事は，交通施策導入による効果を評価する上で重要な事項であるが，筆者らの先行研究にお

いて，CUEモデルは，線形支出体系による間接効用関数の実証性が未検討である点，ロジットモデルを用

いた立地選択行動が調整項に依存する点が示されている．そこで，本研究では，線形支出体系による効用

関数の理論的意味を検討した上で，調整項の主構成要因の特定に着目し，調整項と都市アメニティ・アク

セシビリティの統計的検証を実施した．結果，建築物・住宅の着工件数密度，65歳以下の割合，病院病床

密度，乗用車保有率，地代・アクセシビリティが抽出された．更に，これら因子の多くは従来のCUEモデ

ルの分析結果に過小評価を与える可能性が示された． 

 

     Key Words :CUE Model, Location Choice Model, Logit Model,Traffic economics, Ammenity and Ac-

cesibility  

 

 

1. 序章 

 

近年，アジア・ASEAN地域の後進国・中進国では，

急激な経済成長を背景としたモータリゼーションの到来

により，過剰な交通渋滞や都市環境の悪化が顕在化して

いる．このような都市課題を解決すべく，アジア・

ASEANの各国は，TOD（Transit Oriented Development）に

代表される，都市と交通の統合的な開発を通じた持続可

能な都市形成を志向しており，計画段階において土地利

用計画と交通計画を一体的に評価する事が望まれ，これ

らを実現可能な土地利用・交通モデルへの期待は高い． 

土地利用・交通モデルは1950年代のローリーモデルよ

り始まり，1970年代のエントロピーモデルの定式化，そ

して1980年代にはISGLUTI（国際共同研究）による大規

模な実用化モデルの開発および適用がなされている1)．

一方，筆者らが研究の対象とするCUEモデル：

Computable Urban Economic Model（応用都市経済モデル）

は，土地利用・交通モデルにミクロ経済学の基礎を導入

したモデルであり，上田（1991）2)，上田（1992）3)，武

藤・上田・高木（2000）4)5)6)7)等により構築され8)，都市

経済の実態や都市政策の分析・評価を行うための実用型

の都市モデルとして位置づけられている．このような発

展経緯を経ている土地利用・交通モデルにおいて，その

共通性の一つとして上田・堤9)は，交通需要予測におい

て既に定着・普及しつつあった離散選択行動モデル，具

体的にはロジットモデルを土地利用モデルの立地選択行

動の予測に適用している事を挙げており，この点はAnas

（1982）10)が大きく影響している事を示唆している． 

ロジットモデルを用いた交通需要予測における交通配

分の定式化として，宮城・小川（1985）11)により定義さ

れた『選択の基本公式』が挙げられ，その基本概念を立

地選択行動の予測に適用した場合の解釈は以下となる． 

 選択者の効用は，『観測可能な効用』と『観測不

可能な効用』の線形和として定式化． 

 『観測可能な効用』は，立地魅力度を示す観察可

能な指標であり，間接効用関数と住環境や地形的

な要因等の地域固有の指標から構成される．実証

分析では，地域固有の指標を『調整項』として位
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置付け，外生パラメータとして評価対象地域の実

測値とのキャリブレーションにより同定される． 

 『観測不可能な効用』は，選択の変化に関する確

率的誤差としてガンベル分布に従うと定義される．

また，確率的誤差の分布形状を決定する指標とし

て，分散パラメータが定義される． 

以上の解釈の下，土地利用モデルの立地選択行動の予

測にロジットモデルが適用されており，CUEモデルにお

いても同様の概念が適用されている．然しながら，筆者

らの先行調査・研究において，従来のCUEモデルは以下

の課題を有する可能性が示されている． 

 『観察可能な効用』の主要素である間接効用関数

は地代と交通費用で構成されるが，価格の定義が

不明瞭であり，現状のモデルでは各変数の影響が

固定化されていない． 

 従来のCUEモデル及び代表的な既往研究において，

統計的に感度調整が可能なスケールパラメータは1

と設定されており，その妥当性に関する検証は不

十分である．また，筆者らによる神戸市を対象と

した事後評価では，スケールパラメータによる感

度調整の結果，立地選択行動は観測可能な間接効

用のみではなく，理論的検証が不十分である『調

整項』に大きく依存する傾向である． 

上記結果は，土地利用・交通モデルの実用型モデルと

して多くの実績を有するCUEモデルの改善余地を示すも

のであると共に，ロジットモデルを立地選択行動予測へ

適用した際の信頼性検証の不十分さを示していると考え

られ，交通施策導入による都市の持続的な成長を土地利

用・交通モデルにより高い信頼性の下で評価する為に，

改善すべき重要な課題である． 

以上の背景の下，本研究では前述したCUEモデルにお

ける2つの課題のうち，後者に該当する調整項の理論的

検証について検討を行う．具体的には，調整項と都市ア

メニティ・アクセシビリティの相関関係に着目し，調整

項の主な構成因子の特定を兵庫県南部地域を対象とした

事後評価により実施する． 

本稿の構成は，序章（本章）と結論（第6章）を含む

全6章で構成される．第2章と第3章では，先行調査・研

究として，CUEモデルの理論式の検証結果と神戸市を対

象とした事後評価によるロジットモデルが抱える課題に

ついて記す．第4章では，兵庫県南部地域の計24市・区

の人口移動と地価の変遷について記す．第5章では，兵

庫県南部地域における事後評価により得られた調整項と

都市アメニティ・アクセシビリティ・地代の相関関係の

検証を通じ，調整項の構成要因の特定とそれらが従来の

CUEモデルの分析結果に与える影響について考察を行う． 

 

2. 先行調査・研究：CUEモデルの構成と理論的

検証 

 

(1) CUEモデルの全体構成 

CUEモデルの全体構造を図-1に示す．CUEモデルで想

定している主体は，家計・企業・地主であり，各主体が

効用最大化行動を行い，土地市場及び交通市場から提示

される価格(地代，交通費用)によって財(トリップ数，土

地面積)の消費，投入量が調整されるモデルであり，各

ゾーンにおける土地市場と交通市場が同時に均衡するモ

デルである．モデルの前提条件は以下の通りである12)． 

①経済主体は同一の選考を持つ人口一人当たりで捉え

た家計，職業・産業別の区分のない従業者一人で捉えた

企業，そして不在地主を考えている． 

②対象地域はi個のゾーンに分割されており，各ゾー

ン内における同一用途内は同質である． 

③構築モデルは閉鎖都市モデルであり，都市圏(対象

地域)の総人口，総従業者数は外生的に与えられる． 

④土地市場は等効用原則に基づく均衡土地利用を確率

的に拡張し，交通市場は等時間原則に基づく利用者均衡

を確率的に拡張しており，土地市場と交通市場が同時に

均衡するモデルである． 

⑤家計は効用最大化行動に従い，企業は利潤最大化行

動に従って立地選択を行うものとし，立地の変化による

追加的な費用は一切考慮しない．  

図-1 CUEモデルの全体構造 

 

(2) CUEモデルの理論式 

本稿では検証の単純化の為，家計の行動モデルに焦点

を絞り評価を行う．代表的な1人の家計は，私事トリッ

プ(トリップ数)，土地面積(宅地消費量)，合成財を消費

し，時間資源を含む総所得制約下において効用が最大に

なるように行動を行う．家計の消費行動は(1)式，(2)式

のように定式化しており，私事トリップ(トリップ数)・

土地面積(宅地消費量)・合成財を財とし，間接効用関数

は対数線形で特定化している．財消費にトリップ回数を
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導入している意味としては，買い物や旅行等の外に出か

ける回数が増加する場合に家計の満足感が向上すること

を想定しているためである．所得は利用可能時間から通

勤時間の差に賃金率（時間価値）を乗じた消費者の賃金

所得である． 

 ilixiz
lrq

iii lxzlrqV
iii

lnlnln .max),,(
,,

   (1) 

iiiiiii Itwlrxqzts  ][.. 1  (2) 

ここで， iz ：合成財消費量， ix ：トリップ数， il ：

土地面積（住宅地消費量）， iq ：トリップ費用， ir ：

地代， 1it ：ゾーン iからゾーン 1への通勤時間，w ：家

計の賃金率（時間価値）[円/時間]，：総利用可能時

間(固定)， lxz  ,, ：支出配分パラメータ

)1(  lxz  ， I ：総所得，V ：（間接）効用関

数を示す． 

(1)，(2)式で表される効用最大化問題を解くことによ

り，合成財消費量， 私事トリップ消費量，宅地面積消

費量が導出される． 
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ここで， iz ：合成財消費量， ix ：私事トリップ消費

量， il ：宅地面積消費量を示す． 

導出された需要関数により間接効用関数が導出される． 

)ln()ln()ln(,

)ln()ln()ln(

llxxzz

ilixIi

C

CrqIV









ただし
 

(6) 

 

家計は各ゾーンの立地魅力度に応じて立地を選択する．

ここで想定する立地行動は確率的立地行動であり，家計

は効用水準のより高いゾーンへ立地変更できるものとす

る．ここではロジットモデルを用いて，立地選択行動を

立地選択確率として定式化する．また，間接効用関数に

含まれていない要因であるゾーン固有の魅力度を調整項

として考慮する． 各ゾーンの人口は対象都市の総人口

に(7)式の立地選択確率を乗じた値である．このとき，

分散パラメータの役割は家計の間接効用関数が立地選択

確率に与える影響の大きさを決めるものである．分散パ

ラメータは一意に決まり，ゾーン毎に与えられる値では

ないことに注意が必要である． 
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)(exp
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i

ii
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(7) 

ここで， iP ：立地選択確率， i ：調整項， ：分散

パラメータを示す． 

(3) 家計の行動モデルの検証 

家計の立地選択行動は(7)式の立地選択確率により決

定され，間接効用関数と調整項から構成される．間接効

用関数の構成は前述の通り，家計の総所得に対してトリ

ップ費用と地代が外生的に定められた支出配分パラメー

タの比率によって固定的に消費される事を表している．

しかしながら，既往研究において各価格に対する明確な

定義がなされていない． 

例えば，山崎・武藤13)は，総所得を所得接近法から推

定した賃金率と総利用可能時間により設定，地代を公示

地価と10年国債利回りから設定，トリップ費用を発生ト

リップベースの期待最小費用として設定しているが，そ

れぞれの時間的整合性に関する記載は無く，かつ各価格

が総費用に与える影響度合いについても不明瞭である．

また，武藤・上田・高木・冨田14)は，総所得を外生的に

付与した賃金率と総利用可能時間により設定，地代を岐

阜市統計書から設定，トリップ費用を発生トリップベー

スの一般化費用として設定しているが，これらも時間的

整合性・各価格の影響度合いに関する明確な定義はなさ

れていない． 

以上より，間接効用関数の導出における各価格の時間

的整合性と影響度合いの定義は明確にされておらず，か

つ支出配分パラメータの理論的意味合いに関する言及も

不足している．以上のことから，間接効用関数の理論的

整合性を担保する上でも，各価格の影響度（スケール）

の補正を行う事が必要である． 

 

3. 先行調査・研究：立地選択行動予測へのロジ

ットモデル適用の課題 

 

(1) ロジットモデルを用いた立地選択行動の予測に関

する既往研究 

土地利用モデルの立地選択行動の予測にロジットモデ

ルを用いた代表的な4つの既往研究とCUEモデルについ

て，立地魅力度関数／間接効用関数とロジットモデルの

形式，及び分散パラメータと調整項の位置付けに関する

整理結果について表1に記す． 

代表的な4つの既往研究における立地魅力度関数／間

接効用関数について，林・冨田15)は世帯の間接効用関数

Vを観測可能な世帯属性変数及び住宅属性変数を用いて

表現している．冨田・寺島16)は，家計は所得制約下にお

いて効用最大化行動を行うものとして，合成材消費量や

床面積需要量（住宅広さ）等から構成される直接効用関

数に交通環境負荷による外部不経済を加味し間接効用関

数を定義する．杉本・宮本17)は，転居発生モデルとして

家計の効用を合成材消費量と説明変数ベクトル，パラメ

ータにより定義する．大森・高木・秋山18)は，立地魅力

度関数を環境要因に応じたメンバシップ値，原点から重
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心までの横軸距離を基に求めている． 

一方，ロジットモデル内の分散パラメータに目を向け

ると，大森・高木・秋山18)は分散パラメータθ=1と明記

しているのに対し，林・冨田15)と杉本・宮本17)は分散パ

ラメータの記載はなく実質的に1である．また，冨田・

寺島16)は分散パラメータとみられるαの記述はあるもの

の，その決定方法の詳細は記載されていない．従い，既

往研究において，ロジットモデル内の分散パラメータに

ついて統計的検証は行われておらず，時間安定性及びそ

の妥当性についての検討も行われていない状況である． 

一方，CUEモデルにおける家計の間接効用関数は，前

述の通り，私事トリップ・土地面積・合成材を消費し，

時間資源を含む総所得制約下における効用最大化問題と

して定式化しているが，分散パラメータθ=1と設定する

事が多く，間接効用関数に含まれていないゾーン固有の

魅力度を調整項τも実地データとのキャリブレーション

により同定を行う．然しながら，同定された調整項につ

いて理論的な検証はなされていないのが現状である． 

 

表-1 立地魅力度関数とロジットモデル 

既往研究 立地魅力度関数／間接効用関数 ロジットモデル 分散パラメータ 調整項

林・冨田

[1988]
15) 実質的に1 なし

冨田・寺島

[2003]
16)

αの詳細は
未記載

なし

杉本・宮本

[2003]
17) 実質的に1 なし

大森・高木
・秋山

[2004]
18)

θ=1 なし

CUEモデル 主にθ=1と設定
実地データ
より同定

�

�                  

                       
   

 
  

       

  
       

       

  
   �

    �

  
    �

     �

  
    

     

  
      

       

�                      

                             
   

    �    
     �      

 

ここで，表 1の数式に関し，冨田・寺島 16)は Z ：合

成財消費量， A ：床面積需要量（住宅広さ）， X ：ト

リップ数，S ：余暇時間， )( f ：直接効用に交通環境

負荷による外部不経済を加えたもの， p ：財価格，r ：

地代，e ：1自由トリップあたりサービス財消費額，

q ：1自由トリップあたり平均交通費用，w ：賃金率，

：利用可能時間，N ：人口，T ：通勤所要時間，

y ：資産所得．杉本・宮本 17)は， U ：直接効用関数， 

Y ：説明変数ベクトル， ， ：パラメータ， z ：合

成財消費量を示す．大森・高木・秋山 18)は，u ：効用水

準， )(z ：環境要因に応じたメンバシップ値， z ：原

点から重心までの横軸の距離を示す．CUEモデルは，

iz ：合成財消費量，V ：（間接）効用関数， I ：総所

得， ix ：私事トリップ消費量， il ：宅地面積消費量，

iP ：立地選択確率， i ：調整項， ：分散パラメータ

を示す． 

 

 

 

(2) 神戸市の発展経緯を対象としたCUEモデルによる立

地選択の事後評価 

 

筆者らの先行研究の結果として，前節において示した分

散パラメータと調整項の課題に対して，神戸市 9 区の

1980 年から 2010 年までの人口分布の変遷（立地行動選

択の実測値）を対象とし，CUE モデルにおいて立地選

択行動を推定した結果について記す．本稿では，従来手

法による推定結果と改善手法による推定結果を記す．こ

こで従来手法とは，(7)式において，基準年を 1980 年と

し分散パラメータθ=1 の下，各区の人口分布の実測値

と推計値が合致する様に調整項：τを同定し，以降の将

来の立地選択確率推定においては分散パラメータと調整

項は基準年で算出した値を固定とする手法である．一方，

改善手法については，基準年 t-5 における分散パラメー

タの値を 1 とし，立地選択確率の推測値 5t
iP と実測値

5ˆ t
iP が合致するように t-5 年の調整項 5t

i をキャリブレ

ーションにより決定する．次に，t-5 年の調整項 5t
i を t

年の調整項 t
i に代入する．代入した後，5年間隔で推定

する場合は，以下に示す(8)式における誤差 が最小の値

を取るように t を推定する手法である． 

  　
25 )(ˆ  t

i
t

i
t

i
i

PP   (8) 

 

上記2手法における，1985年と2010年の人口分布推定

結果について，表2及び図2から図5に示す．分析の結果，

1985年の人口分布推定結果は，従来手法・改善手法共に

決定係数は0.9以上を有し同等の推定精度である．一方，

2010年の人口分布推定結果は，改善手法において決定係

数は0.9以上を維持するのに対し，従来手法では0.1を下

回る結果となった．これは，間接効用関数以外の要因，

即ち調整項が時間的変化を捉えられていない為と解釈さ

れ，基準年：1980年において同定した調整項を以降の推

定においても使用する従来手法の問題点であると解釈で

きる．一方，5年毎にスケールパラメータと調整項を同

定する改善手法では，調整項が時間的変化を正確に捉え

ており，高い精度で人口分布を推定可能である事を示し

ている．また，前述の結果は人口分布の推定において調

整項が大きな影響を及ぼす事を示す．しかしながら，調

整項の理論的検証は十分とは言えない状況であり，地域

に固有の魅力度と位置づけられる調整項の主構成要因に

ついては明らかにされていない．従って，地域固有の魅

力度の代表である都市アメニティやアクセシビリティと

調整項の関係を明確に評価し，その主構成要因を特定す

る事が，CUEモデルの精度向上には必要であると考えら

れる． 
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表-2 1985年と2010年の人口分布推定結果 

予測年

手法 従来手法 改善手法 従来手法 改善手法

基準年 1980年 1980年 1980年 2005年

スケールパラメータ 1.000 0.929 1.000 0.989

間接効用関数の平均値 13.436 13.436 13.622 13.622

調整項の平均値 0.228 0.228 0.228 0.292

決定係数：R
2 0.917 0.915 0.089 0.996

1985年 2010年
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図-2 従来手法：1985年の人口分布推定結果 
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図-3 改善手法：1985年の人口分布推定結果 
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図-4 従来手法：2010年の人口分布推定結果 
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図-5 改善手法：2010年の人口分布推定結果 

 

4. 兵庫県南部地域の人口移動と地価変化の変遷 

 

本章では，兵庫県南部地域に位置する神戸市9区とそ

の周辺15都市について，平成17年から平成22年までの人

口と公示地価の変遷について評価を行う．分析には，兵

庫県統計書データを適用する．また，各値は平成17年を

基準とした変化率として定義し，人口変化は出生・死亡

の自然的人口増減を除く社会的人口増減とする． 

人口変化率と地価変化率を4象限に区分した結果を図6

に示す．第1象限は，地価・人口共に上昇傾向を示す成

長都市であり，神戸市主要区・西宮市・芦屋市などを含

む7市・区が抽出された．これらの地域は，H17年時点

における地価が24市・区のうち上位10地域に該当する地

域であり，従来より高い魅力を有する地域が，その後の

5年間において更に地域の魅力を向上させる事により，

人口増加と地価上昇を達成していると判断される．第2

象限は，地価は下降傾向を示す一方，人口は増加傾向を

示す地域であり，神戸市兵庫区・西区・明石市・三田市

などを含む7市・区が抽出された．これらの地域は，神

戸市主要部や大阪市へのアクセス性が良い住宅エリアで

ある．第3象限は，地価・人口共に減少傾向を示す地域

であり，神戸市主要部や大阪市から離れた郊外都市が多

く含まれる．特徴的な傾向として，大阪市へのアクセス

性が良好な尼崎市が含まれている事が挙げられる．その

原因として，当該地域の治安や居住空間の窮屈さが影響

を及ぼしていると想定される．最後に，地価は上昇傾向

を示す一方，人口は減少する第4象限は，該当する都市

は存在しない結果となった． 
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図-6   人口変化率と地価変化率【H17→H22】 

 

以上の通り，各都市の人口と地価の変遷は，都市の特

徴に応じて様々な傾向を示す．本稿で主題としている

CUEモデルは，地価に加えトリップ費用を消費行動とし

て考慮することにより，人口移動数の変化を推定するも

のであるが，兵庫県南部地域の様にH17年からH22年に

おいて総所得の傾向と交通利便性が大きく変わらない場
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合，地価の減少は地域に対する効用を上昇させる事を意

味し，人口増加を促進させる効果を得る．一方，地価の

上昇は地域に対する効用を減少させる事を意味し，人口

減少を促進させる効果を得る．即ち，CUEモデルは，図

6における第2象限と第4象限について理論的に定式化し

ている．しかしながら，現実には図6における第1象限と

第3象限に該当する立地選択行動を行っており，これら

はCUEモデルでは理論的に明示されておらず，地域固有

の特徴を示す調整項にその影響が集約されていると考え

られる．従い，従来のCUEモデルでは，現実に起こり得

る立地選択行動の要因を把握するに至っておらず，CUE

モデルの理論的説明力を向上させる為には，調整項の主

構成要因を明確にする事は重要な課題である． 

調整項を構成する要因として，都市アメニティとアク

セシビリティが考えられる．都市アメニティとは，地域

固有の環境要素・地理要素を指し，地域に属する家計や

企業に利得あるいは損失を与えるものである19)．代表的

な例としては，地域の都市化を表す”人口密度”や生活設

備の充実度を表す”小売売り場面積充実度”，地域の安

心・安全度を示す”公害苦情率”等が挙げられる．このよ

うに，調整項に対する都市アメニティの各要素とアクセ

シビリティの影響度合いを統計的検証を通じて評価を行

い，調整項の主構成要素を特定を行う必要がある． 

 

5. 兵庫県南部地域を対象とした従来型CUEモデ

ルの改善方針の検討 

 

(1) 検証方針 

本章では，前章までに示した従来のCUEモデルおける

課題の検証を，兵庫県南部地域の事後評価を通じて検証

を行う．検証のフローチャートを図7に示す． 

 

STEP1 ：ロジットモデルの調整項の同定

STEP2 ：調整項の主構成因子の特定
 

図-7 検討のフローチャート 

 

(2) 検証対象エリア 

本検証では，表3に示す通り，兵庫県南部地域に位置

する神戸市9区とその周辺15都市を対象として評価を行

う． 

 

(3) 検証ケースの設定 

本検証では，立地選択確率の推定を基に，価格パラメ

ータと調整項を導出する．ここで，兵庫県南部地域にお

ける立地選択確率（人口分布）を表4に示す3ケースにお

いて評価を行う． 

Case1はH22年の人口総数の各地域毎の分布状況を立地

選択確率として検証を行う．また，Case2／Case3の二期

間の人口移動数を対象とした検証は，地域毎によって2

期間において人口の増減が生じる．ここで，ロジットモ

デルによる立地選択確率を導出する際，人口の減少

（負）については立地選択確率を導出できないという課

題が生じる．そこで，本研究では，図8の通り，各地域

の人口増減の状況を勘案した上で，基準年（H12年／

H17年）における各地域の10%の人口の総数がH22年にお

いて人口配分すると捉え，立地選択確率を導出する．尚，

人口移動数は出生・死亡などの自然的人口増減を除く，

社会的人口増減を用いて導出する． 

 

表-3 分析対象都市 

神戸市：9区
東灘区 尼崎市 三木市

灘区 伊丹市 加東市

中央区 川西市 小野市

兵庫区 宝塚市 加西市

北区 西宮市 加古川市

長田区 芦屋市 高砂市

須磨区 明石市 姫路市

垂水区 三田市

西区

周辺都市：15都市

 

表-4 検証ケース 

Case1 H22年の総人口の分布

Case2 H17年からH22年までの人口移動数

Case3 H12年からH22年までの人口移動数  

 

H12

H22
エリア1

H12

H22
エリア2

H12

H22
エリア3

H12

H22
エリアN

-3%

+6%

-6%

+2%

閾値10%

各エリアのH12年の人口総数の10%

を人口移動の分析対象とし集計

エリア1

10%人口

エリア2

10%人口

エリア3

10%人口

エリアN

10%人口
・・・・・

エリア1

H22人口

エリア2

H22人口

エリア3

H22人口

エリアN

H22人口
・・・・・

各エリアのH22年の人口移動数（配分）を推定

ロジットモデル適用

閾値10%

閾値10%

閾値10%

分析対象人口

推定人口配分

 

図-8 2期間の人口移動数の立地選択確率の考え方 

 

 

(4) 使用データ 

分析に使用する各データの出典について，表5に示す．

何れのデータも，兵庫県により公開されている情報を使

用する．また，地代情報に関しては，公な情報が開示さ

れていない為，表5における公示地価を基に，10年国債

利回り率を用いて導出を行った． 
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表-5 分析使用データと出典 

モデル変数

人口 H22年　兵庫県統計書 人口・世帯：市区町別人口／市区町別人口の動き

地価 H22年　兵庫県統計書 県土・気象：住宅地の平均価格

所得 H22年　兵庫県県民経済 一人あたりの市長民所得

支出配分パラメータ H22年　兵庫県統計書 物価・家計：1か月あたりの消費支出額（神戸市）

PTデータ H22年　近畿圏パーソントリップ調査

出典

 

 

(5) トリップ費用とアクセシビリティ 

間接効用関数の入力因子となるトリップ費用は，H22

年近畿圏パーソントリップデータを用い，通勤目的の鉄

道と自動車のトリップ数を加重とした地域毎の代表価

格：
iq として，式(9)～式(11)により導出する．また，各

地域間の所要時間・費用は，Google Mapの経路検索エン

ジンを用い各地域の市・区役所間を平日の午前7時30分

に出発するという条件で抽出を行った．また，分析の対

象とする各地域は大阪市への通勤目的移動も多い事から，

移動目的地として大阪市も対象として代表価格の導出を

行った．代表価格の導出結果を図9 a)に示す． 
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 ここで， r
iq ：地域 i の鉄道の代表価格， c

iq ：地域 i

の自動車の代表価格， iq ：地域 iの鉄道＋自動車の代表

価格， r
jD ：地域 ij間の鉄道の通勤トリップ数， c

jD ：地

域 ij 間の自動車の通勤トリップ数， r
ijP ：地域 ij 間の鉄

道の運賃， r
ijt ：地域 ij間の鉄道の旅行時間， c

ijt ：地域 ij

間の自動車の旅行時間，時間価値：37.2円/分． 

また，地域間のアクセシビリティに関しては，各地域

の従業者数と地域間の一般化費用から式(12)にて導出を

行う．また，一般化費用：qijは鉄道と自動車の一般化費

用に両交通モードの全目的の移動トリップ数の比率をα

r=0.44，αc =0.56として乗じた．アクセシビリティの導出

結果を図9 b）に示す． 
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ここで，
iA ：地域iのアクセシビリティ， B

jP ：地域j

の従業者数，qij：地域ijの一般化費用を示す． 
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a)代表価格（トリップ費用）   b)アクセシビリティ 

図-9  代表価格とアクセシビリティ 

 

(6) STEP1：調整項の導出 

調整項は，式(6)の間接効用関数を式(7)のロジットモ

デルに代入し得られた推定値と実測値の誤差が最小にな

るように，調整項：τiを同定する． 

ここで，調整項に焦点を絞る為，スケールパラメー

タ：θ=1とする．導出結果を表6に示す．同表は，各ケ

ースにて算出された調整項の平均値からの差分を地域ご

とに示している．特徴として，尼崎市・西宮市・姫路市

は平均値からの正値が大きく，間接効用関数に対して多

くの効用が調整項として付与されている事を示している．

一方，加東市・小野市・加西市は平均値からの負値が大

きく，間接効用関数に対して付与される効用が少ないと

いう傾向を示している． 

 

表-6 調整項導出結果／平均値からの差分表示 

Case1 Case2 Case3

東灘区 0.31 0.33 0.68

灘区 -0.15 0.05 0.35

中央区 -0.20 0.07 0.54

兵庫区 -0.37 -0.05 0.08

北区 0.32 0.29 0.33

長田区 -0.46 -0.32 -0.25

須磨区 0.05 -0.03 -0.25

垂水区 0.32 0.28 0.06

西区 0.44 0.52 0.68

1.13 1.12 0.96

0.21 0.22 0.09

0.07 0.08 0.26

0.37 0.50 0.68

1.08 1.21 1.47

-0.77 -0.57 -0.17

0.68 0.68 0.52

-0.43 -0.36 -0.33

-0.60 -0.78 -1.24

-1.41 -1.53 -1.73

-1.11 -1.16 -1.23

-1.11 -1.57 -1.98

0.60 0.59 0.48

-0.51 -0.66 -1.03

1.27 1.09 1.03

1.41 1.58 1.99

姫路市
平均値

神
戸

市

三木市
加東市
小野市
加西市
加古川市
高砂市

川西市
宝塚市
西宮市
芦屋市
明石市
三田市

検討ケース

尼崎市
伊丹市
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(7) STEP2：調整項の主構成因子の特定 

STEP1で導出した各ケースにおける調整項の主要因を

特定する為，地域固有の魅力度を表す都市アメニティ・

アクセシビリティと調整項の統計的評価を行う． 

本検討で用いた説明因子の一覧を表7に示す．説明因

子の構成は，都市の人口環境・居住環境・施設整備環

境・地域治安・地域環境性を念頭に置き，19の都市アメ

ニティ指標を抽出した．また，都市の魅力に大きな影響

を与えると考えられる，地代・アクセシビリティを加え

た全21因子にて評価を行う．尚，各因子の出典は，兵庫

県統計書を中心に設定を行い，不足部分は各市・区より

発行されている統計書にて補完を行った．また，H22年

を基準にデータの抽出を実施したが，統計データの整備

が不足している項目については，H22年より最も近い年

度のデータを代替として使用した． 

 

表-7 説明因子一覧 

No. 算出式 単位 データ年度

1 人口密度 人口総数／可住地面積 人/m2 H22

2 15歳以下割合 15歳以下人口／人口総数 % H22

3 65歳以上割合 65歳以上人口／人口総数 % H22

4 １人当たり居住室の畳数 畳/人 H25

5 建築物・住宅新築着工件数密度 着工研修／人口総数 % H22

6 街区公園面積密度 街区公園面積／人口総数 m2/1000人 H22

7 学校密度 (幼+小+中学級数)／15歳以下人数 校/1000人 H22

8 病院病床密度 病床数／人口総数 床/1000人 H23

9 一般+歯科診療所密度 診療所数／人口総数 件/1000人 H23

10 宿泊施設密度 宿泊施設／人口総数 施設/1000人 H22

11 理容&美容院密度 (理容施設+美容施設)／人口総数 施設/1000人 H22

12 クリーニング店密度 施設数／人口総数 施設/1000人 H22

13 小売り売り場面積密度 売り場面積／人口総数 m2/1000人 H24

14 乗用車保有率 登録台数／人口総数 台/1000人 H22

15 二輪車保有率 登録台数／人口総数 台/1000人 H22

16 生活保護室 生活保護割合／人口総数 %/1000人 H22

17 公害苦情率 件数／人口総数 件/1000人 H22

18 刑法犯罪認知・発生率 件数／人口総数 件/1000人 H22-23

19 火災発生率 件数／人口総数 件/1000人 H22-23

20 公示地価×10年国債利回り 円/年・m2 H22

21 従業者数／一般化費用 円/ﾄﾘｯﾌﾟ H22

都
市
ア
メ
ニ
テ
ィ

地代

アクセシビリティ

説明因子

 

 

表-8 重回帰分析結果 

係数 t値 有意性*1 係数 t値 有意性*1 係数 t値 有意性*1

建築物・住宅新築着
工件数密度

0.16 2.88 ＊＊ 0.15 3.00 ＊＊＊ 0.13 2.48 ＊＊

65歳以下割合 -11.86 -3.20 ＊＊＊ -12.63 -3.67 ＊＊＊ -10.08 -2.47 ＊＊

病院病床密度 -0.04 -2.24 ＊＊ -0.03 -1.82 ＊ -0.04 -2.01 ＊

人口密度 - - - - - - -201.68 -1.95 ＊

乗用車保有率 -0.01 -3.58 ＊＊＊ -0.01 -4.35 ＊＊＊ -0.01 -4.20 ＊＊＊

公害苦情率 0.65 1.82 ＊ 0.68 2.07 ＊ 0.54 1.56

-7.4E-04 -3.59 ＊＊＊ -7.1E-04 -3.73 ＊＊＊ -5.8E-04 -2.90 ＊＊

6.3E-04 1.62 6.2E-04 1.69 7.5E-04 1.97 ＊

6.87 4.11 - 7.49 4.82 - 9.40 5.02 -

＊1　＊＊＊：1%以下の水準で有意，＊＊：5%以下の水準で有意，＊：10%以下の水準で有意，無印：10%以上の水準

切片

Case1 Case2 Case3

決定係数：R2 0.675 0.751 0.813

都
市
ア
メ
ニ
テ
ィ

地代
[H22年公示地価より導出]

アクセシビリティ

 

 

表6で示した各検討ケースの調整項を被説明因子とし，

表7で示した各説明因子との相関関係を，重回帰分析に

より評価した結果について，表8に示す．分析の結果，

全検討ケースに対して統計的に10%以下の有意性を持つ

説明因子は，建築物・住宅の着工件数密度，65歳以下の

割合，病院病床密度，乗用車保有率，地代という結果を

得た．また，アクセシビリティは，Case1・Case2では

10%台の有意性であったものの，Case3では10%以下の有

意性を示し，調整項に対して一定の影響を示す傾向が確

認された．何れの因子についても，検討ケース間の係数

の符号は一致しており，安定した分析結果が得られてい

る． 

また，調整項の構成要因分析として，図10から図12に

各検討ケースにおける評価結果を示す．結果，何れの検

討ケースにおいても，正の効用を示す要因のうちアクセ

シビリティの寄与が最も大きく，次いで建築物・住宅の

着工件数密度という結果を得た．本結果の解釈として，

前者は立地選択に対して各地域への交通アクセス性が大

きく寄与しているという事，後者は都市の発展に対して

は住宅地の供給程度が寄与する事を示している．即ち，

灘区のように交通利便性が高いが住宅供給スペースに限

界が生じている地域では，宅地開発等により住宅供給量

を増加させる事が，人口誘因に効果を与える可能性を示

唆している． 

一方，負の効用を示す要因は，乗用車保有率の影響が

最も大きく，次いで65歳以下の割合と地代が影響を及ぼ

すという結果を得た．本結果の解釈として，乗用車保有

率は，地域間・地域内の公共交通の整備程度を示してい

ると考えられ，公共交通の移動利便性が充実していない

事が人口移動に対して負の効用として表している傾向を

示す．また，65歳以下の割合は都市の高齢化の程度を，

地代は都市化の進展程度を表していると考えられ，人口

移動に対しては両因子も負の効用として位置付けられて

いるという傾向が確認された． 
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図-10 調整項の構成要因分析（Case1） 
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図-11 調整項の構成要因分析（Case2） 
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図-12 調整項の構成要因分析（Case3） 

 

(8) 従来のCUEモデルの推定結果への影響度評価 

前述の3ケースの人口移動に対する分析結果を通じて，

調整項の主構成要因について特定を行った．本節では，

これら抽出された構成因子が，従来のCUEモデルの推定

結果に影響を与える可能性について考察を行う． 

CUEモデルは，交通施策導入前の環境条件の基，交通

施策を導入する事による効果の評価を行う．この時，立

地均衡条件は土地の需要と供給が合致する事であり，本

過程において地代と人口移動数が決定される．逆を言え

ば，その他の要因は交通施策導入前の環境に固定されて

いる状況である． 

上述の背景の下，調整項の各構成因子が従来のCUEモ

デルの推定結果に与える影響について考察を行う．正の

効用を示す建築物・住宅の着工件数密度は，住宅の供給

量を示している．現状のCUE分析では，土地供給量を自

治体などの宅地開発計画を用いているが，交通施策導入

前時点の計画値を用いる事が多く，交通施策の導入によ

り地域の利便性が向上し住宅供給量が増加する可能性に

ついては明確に反映されていない．従い，従来のCUE分

析では交通施策導入による効果が過小評価されている可

能性を有している．同様に正の効用を示すアクセシビリ

ティは，交通施策の導入により明らかに改善する要素で

あるが，従来のCUE分析ではその効果が十分反映できて

おらず，交通施策導入による効果が過小評価されている

と判断できる．また，負の効用を示す乗用車保有率に関

しても，交通施策導入による効果が過小評価されている

可能性を有する．理由として，交通施策導入により交通

利便性が向上し，中長期的には自動車保有量の削減に寄

与すると考えられるが，それらの効果が反映されていな

い為である．一方，地代に関しては，過大評価につなが

る可能性を有する．理由としては，間接効用関数の主構

成因子として既に加味されている地代が，調整項に対し

ても重複して影響を与えている為である．その他の構成

因子については，現時点でCUEモデルに与える影響を判

断するに至らなかった． 

以上より，調整項を構成する主構成因子は，現状の

CUEモデルの分析結果に対して一定の影響を及ぼす可能

性が確認された．今後は，今回抽出されたCUEモデルに

影響を与える可能性を有する因子を，理論モデル内に組

み込み，CUEモデルの精度を向上させる事がもとめられ

る． 

 

表-9 調整項の構成因子がCUEモデルに与える影響 

Case1 Case2 Case3

H22年
人口総数

H17→H22
人口移動数

H12→H22
人口移動数

建築物・住宅新築着工件数密度 ✔ ✔ ✔ 過小評価の可能性を有する

アクセシビリティ △
(P値：0.1以上）

△
(P値：0.1以上）

✔ 過小評価の可能性を有する

公害苦情率 ✔ ✔ △
(P値：0.1以上）

不明

乗用車保有率 ✔ ✔ ✔ 過小評価の可能性を有する

地代
[H22年公示地価より導出]

✔ ✔ ✔ 過大評価の可能性を有する

65歳以下割合 ✔ ✔ ✔ 不明

病院病床密度 ✔ ✔ ✔ 不明

人口密度 - - ✔ 不明

従来のCUEモデルの分析結果

への影響の可能性

負
の
効
用

正
の
効
用

調整項と有意性を持つ
影響因子群

 

 

6. 結論 

 

本稿では，土地利用・交通モデルの一つである，CUE

モデルの理論的な課題を抽出し，立地選択行動の予測に

大きな影響を与える調整項の主構成要素の特定を行った．

結果，調整項の主な構成要因として，建築物・住宅の着

工件数密度，65歳以下の割合，病院病床密度，乗用車保

有率，地代・アクセシビリティが特定された．また，こ

れら構成要素が，従来のCUEモデルの分析に与える影響

に対する考察の結果，交通施策導入の効果に対して過小

評価につながっている可能性が高いという示唆を得た．
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本結果は土地利用・交通モデルの実用型モデルとして位

置付けられているCUEモデルの改善の余地を示すもので

あり，今後の更なる推定精度向上の可能性を示すもので

ある．今後の取組み方向性として，下記の2点について

検討を進める予定である． 

 本稿で示唆した課題の一つである，CUEモデル

の間接効用関数の各価格の定義の明確化に向け

た，スケールパラメータの設定に関する検討． 

 本稿で示した，調整項の主構成要因として特定

された因子のCUEモデル理論式への組込み． 
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Study on the Substantiation of Location Equibrium in CUE Model 

 

Atsushi KOIKE, Hiromichi YAMAMOTO and Masashi TOMOKUNI 

 
Regarding the CUE Model which is one of the major land-use transportation integrated model, it is im-

portant to improve the accuracy of location choice behavior in order to evaluate the effect of transporta-

tion development and urban development. However, in our previous study, CUE model will have two 

challenging issue, one is the to unclear the verification of liner expenditure system of utility function, the 

other is that the estimation results is highly depended on adjustment factors. In this study, we have fo-

cused on extraction about main component factor of adjustment factor.As the our approach, we conducted 

statistical validation between the adjustment factor, the urban-amenity and the accessibility. The result of 

evaluation, we were able to identify six factor which are density of construction starts of building and 

housing, ratio of less than 65 years old, densityof hospital beds, prevalence of private car, rent and acces-

sibility. In addition, we got the possibility that these factors give underestimate the analysis result of the 

conventional CUE model. 
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